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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成28年3月10日(2016.3.10)

【公表番号】特表2015-504967(P2015-504967A)
【公表日】平成27年2月16日(2015.2.16)
【年通号数】公開・登録公報2015-010
【出願番号】特願2014-554787(P2014-554787)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｌ  27/18     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   7/04     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   3/22     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   3/36     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   7/14     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   7/22     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｌ   27/18     　　　　
   Ｃ０８Ｋ    7/04     　　　　
   Ｃ０８Ｋ    3/22     　　　　
   Ｃ０８Ｋ    3/36     　　　　
   Ｃ０８Ｋ    7/14     　　　　
   Ｃ０８Ｋ    7/22     　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成28年1月20日(2016.1.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８０】
　実施形態のリスト
　以下の実施形態のリストは、本開示によるいくつかの特定の実施形態を更に例示するた
めに提供されている。このリストは例示のみを目的とし、本開示をこのリストに含まれる
実施形態に限定することを意味するものではない。
　１．組成物であって、
　　（ｉ）テトラフルオロエテンホモポリマー及び、ポリマーの重量を基準として０重量
％～１．０重量％のテトラフルオロエテン以外のコモノマーを含有するテトラフルオロエ
テンコポリマーから選択されるテトラフルオロエテンポリマーと、
　　（ｉｉ）炭素繊維及び、窒化ケイ素、炭化ケイ素、又はシリカ若しくはアルミナ及び
これらの組み合わせから選択される無機酸化物を含有する繊維、から選択される繊維と、
　　（ｉｉｉ）シリカ及びアルミナ並びにこれらの組み合わせから選択される無機酸化物
を含有する粒子と、を含む組成物。
　２．テトラフルオロエテンポリマーが、３７２℃及び５ｋｇ（４９Ｎ）荷重において０
．１ｇ／１０分未満のメルトフローインデックス（ＭＩＦ　３７２／５）を有する、実施
形態１に記載の組成物。
　３．テトラフルオロエテンポリマーが、３２７℃＋／－１０℃の融点を有する、実施形
態１～２のいずれか一つに記載の組成物。
　４．テトラフルオロエテンポリマーが、懸濁重合によって得られる、実施形態１～３の
いずれか一つに記載の組成物。
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　５．少なくとも２５０％、好ましくは少なくとも３５０％、又は更に少なくとも４００
％、例えば２５０％～５５０％の破断点伸びを有する、実施形態１～４のいずれか一つに
記載の組成物。
　６．少なくとも１０ＭＰａ、好ましくは少なくとも１２ＭＰａ、例えば、１５ＭＰａ～
２５ＭＰａの破断点引張強度を有する、実施形態１～５のいずれか一つに記載の組成物。
　７．３×１０-7ｍｍ3／Ｎｍ未満の摩耗係数を有する、実施形態１～６のいずれか一つ
に記載の組成物。
　８．無機繊維が、ガラス繊維、炭素繊維、窒化ケイ素繊維、炭化ケイ素繊維である、実
施形態１～７のいずれか一つに記載の組成物。
　９．無機粒子が中空である、実施形態１～８のいずれか一つに記載の組成物。
　１０．無機粒子がガラス粒子である、実施形態１～９のいずれか一つに記載の組成物。
　１１．無機粒子が、約５μｍ～約８０μｍの粒径（長さ及び直径）を有する、実施形態
１～１０のいずれか一つに記載の組成物。
　１２．粒子の５０体積％が、約５μｍ～約８０μｍの粒径を有する（５～８０μｍのＤ
５０）、実施形態１～１１のいずれか一つに記載の組成物。
　１３．ＰＴＦＥ化合物である、実施形態１～１２のいずれか一つに記載の組成物。
　１４．焼結組成物である、実施形態１～１３のいずれか一つに記載の組成物。
　１５．実施形態２２～２５のいずれか一つに記載の方法によって得られる、実施形態１
～１４のいずれか一つに記載の組成物。
　１６．組成物の総重量に基づいて、約１．５重量％～約３０重量％の無機粒子を含有す
る、実施形態１～１５のいずれか一つに記載の組成物。
　１７．組成物の総重量に基づいて、約１重量％～約１０重量％の繊維を含有する、実施
形態１～１６のいずれか一つに記載の組成物。
　１８．重量で、繊維と同一量又はそれを超える量の無機粒子を含有する、実施形態１～
１７のいずれか一つに記載の組成物。
　１９．実施形態１～１８のいずれか一つに記載の組成物を含む成形物品。
　２０．動的又は固定シールである、実施形態１９に記載の物品。
　２１．自動車の構成部品である、実施形態２０に記載の物品。
　２２．実施形態１～１８のいずれか一つに記載の組成物の製造法であって、
　　（ｉ）テトラフルオロエテンポリマーと、
　　（ｉｉ）炭素繊維及び、窒化ケイ素、炭化ケイ素、又はシリカ若しくはアルミナ及び
これらの組み合わせから選択される無機酸化物を含有する繊維、から選択される繊維と、
　　（ｉｉｉ）シリカ及びアルミナ並びにこれらの組み合わせから選択される無機酸化物
を含有する粒子と、を混合することと、
　　これらに温度及び／又は圧力処理を施して成形組成物を形成し、必要に応じて、続い
て焼結する工程と、を含む方法。
　２３．テトラフルオロエテンポリマーが、約５μｍ～８００μｍの長さ又は直径を有す
る粒状形態である、実施形態２２に記載の方法。
　２４．テトラフルオロエテンポリマーが、平均粒径を有する粒状形態であり、粒子の５
０体積％が、約５μｍ～８００μｍの粒径を有する（Ｄ５０値）、実施形態２２に記載の
方法。
　２５．組成物が、圧縮成形又はラム押出成形によって、成形組成物に成形される、実施
形態２２～２４に記載の方法。
　２６．テトラフルオロエテンポリマーが、懸濁ＰＴＦＥである、実施形態２２～２５の
いずれか一つに記載の方法。
　２７．成形物品の摩耗耐性を増大させるための、実施形態１～１８のいずれか一つに記
載の組成物の使用。
　２８．物品がシールであり、好ましくは動的シールである、実施形態２７に記載の使用
。
　２９．導体及び絶縁体を備えるケーブルであって、絶縁体が、溶融加工可能であるテト



(3) JP 2015-504967 A5 2016.3.10

ラフルオロエテンコポリマーを含む組成物と、シリカ及びアルミナ並びにこれらの組み合
わせから選択される無機酸化物を含有する無機粒子とを含む、ケーブル。
　３０．テトラフルオロエテンコポリマーが、３７２℃及び５ｋｇ（４９Ｎ）荷重におい
て５ｇ／１０分を超えるメルトフローインデックス（ＭＩＦ　３７２／５）を有する、実
施形態２９に記載のケーブル。
　３１．テトラフルオロエテンコポリマーが、２５０℃～３０５℃の融点を有する、実施
形態２９及び３０のいずれか一つに記載のケーブル。
　３２．無機粒子が中空である、実施形態２９～３１のいずれか一つに記載のケーブル。
　３３．無機粒子がガラス粒子である、実施形態２９～３２のいずれか一つに記載のケー
ブル。
　３４．無機粒子が、５μｍ～８０μｍの粒径（長さ又は直径）を有する、実施形態２９
～３３のいずれか一つに記載のケーブル。
　３５．ケーブルが、同軸ケーブル又は撚り合わせた対ケーブルである、実施形態２９～
３４のいずれか一つに記載のケーブル。
　３６．ケーブルが、１００ＭＨｚ～１０ＧＨｚの周波数用の高周波数ケーブルである、
実施形態２９～３５のいずれか一つに記載のケーブル。
　３７．無機粒子が、溶融加工可能なテトラフルオロエテンコポリマーと無機粒子とを合
わせた重量に基づいて、約５重量％～約３０重量％の量で存在する、実施形態２９～３６
のいずれか一つに記載のケーブル。本発明の実施態様の一部を以下の項目［１］－［１５
］に記載する。
[１]
　組成物であって、
　　（ｉ）テトラフルオロエテンホモポリマー及び、ポリマーの重量を基準として０重量
％～１．０重量％のテトラフルオロエテン以外のコモノマーを含有するテトラフルオロエ
テンコポリマーから選択されるテトラフルオロエテンポリマーと、
　　（ｉｉ）炭素繊維及び、窒化ケイ素、炭化ケイ素、又はシリカ若しくはアルミナ及び
これらの組み合わせから選択される無機酸化物を含有する繊維、から選択される繊維と、
　　（ｉｉｉ）シリカ及びアルミナ並びにこれらの組み合わせから選択される無機酸化物
を含有する粒子と、を含む組成物。
[２]
　前記テトラフルオロエテンポリマーが、３７２℃及び５ｋｇ（４９Ｎ）荷重において０
．１ｇ／１０分未満のメルトフローインデックス（ＭＩＦ　３７２／５）を有する、項目
１に記載の組成物。
[３]
　前記テトラフルオロエチレンポリマーが、３２７℃＋／－１０℃の融点を有する、項目
１又は２に記載の組成物。
[４]
　前記テトラフルオロエチレンポリマーが、懸濁重合によって得られる、項目１～３のい
ずれか一項に記載の組成物。
[５]
　少なくとも２５０％の破断点伸び及び／又は少なくとも１０Ｍｐａの破断点引張強度を
有する、項目１～４のいずれか一項に記載の組成物。
[６]
　３×１０-7ｍｍ3／Ｎｍ未満の摩耗係数を有する、項目１～５のいずれか一項に記載の
組成物。
[７]
　前記無機繊維がガラス繊維である、項目１～６のいずれか一項に記載の組成物。
[８]
　前記無機粒子が中空である、項目１～７のいずれか一項に記載の組成物。
[９]
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　前記無機粒子が、ガラス粒子である、項目１～８のいずれか一項に記載の組成物。
[１０]
　ＰＴＦＥ化合物である、項目１～９のいずれか一項に記載の組成物。
[１１]
　項目１～１０のいずれか一項に記載の組成物を含む成形物品。
[１２]
　シールである、項目１１に記載の物品。
[１３]
　項目１～１０のいずれか一項に記載の組成物の製造法であって、
　　（ｉ）前記テトラフルオロエテンポリマーと、
　　（ｉｉ）炭素繊維及び、窒化ケイ素、炭化ケイ素、又はシリカ若しくはアルミナ及び
これらの組み合わせから選択される無機酸化物を含有する繊維、から選択される繊維と、
　　（ｉｉｉ）シリカ及びアルミナ並びにこれらの組み合わせから選択される無機酸化物
を含有する前記粒子と、を混合することと、
　これらに温度及び／又は圧力処理を施して成形組成物を形成することと、を含む方法。
[１４]
　前記テトラフルオロエテンポリマーが、約５μｍ～８００μｍの長さ又は直径を有する
粒状形態である、項目１３に記載の方法。
[１５]
　成形物品の摩耗耐性を増大させるための、項目１～１０のいずれか一項に記載の組成物
の使用。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組成物であって、
　　（ｉ）テトラフルオロエテンホモポリマー及び、ポリマーの重量を基準として０重量
％～１．０重量％のテトラフルオロエテン以外のコモノマーを含有するテトラフルオロエ
テンコポリマーから選択されるテトラフルオロエテンポリマーと、
　　（ｉｉ）炭素繊維及び、窒化ケイ素、炭化ケイ素、又はシリカ若しくはアルミナ及び
これらの組み合わせから選択される無機酸化物を含有する繊維、から選択される繊維と、
　　（ｉｉｉ）粒子の５０体積％が５μｍ～８０μｍの粒径を有する、中空ガラスミクロ
スフィアと、を含む組成物。
【請求項２】
　前記テトラフルオロエテンポリマーが、３７２℃及び５ｋｇ（４９Ｎ）荷重において０
．１ｇ／１０分未満のメルトフローインデックス（ＭＩＦ　３７２／５）を有する、請求
項１に記載の組成物。
【請求項３】
　前記テトラフルオロエチレンポリマーが、３２７℃＋／－１０℃の融点を有する、請求
項１又は２に記載の組成物。
【請求項４】
　３×１０-7ｍｍ3／Ｎｍ未満の摩耗係数を有する、請求項１～３のいずれか一項に記載
の組成物。
【請求項５】
　成形物品の摩耗耐性を増大させるための、請求項１～４のいずれか一項に記載の組成物
の使用。
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